
新座市家庭保育室保育料補助のご案内 

 

対象乳幼児の要件 

 ① 当該乳幼児及びその保護者が市内に居住していること。 

 ② 保育者の３親等以内の親族でないこと。 

 ③ 当該乳幼児の保護者の就労、疾病等により保育に欠ける日が、１月

当たり月５２時間以上かつ１２日以上であること（週３日の就労契約

で要件を満たします。）。 

④ 補助対象年齢は、０歳児から５歳児（未就学児）とする。 

※ ➂の要件については令和７年度から変更しております。 

 

施設が市から保育料の補助を受けるための注意点 

・ 育児休暇期間中で現に就労していない場合は、家庭保育室を利用し

ていてもその期間は補助の対象になりません。 

・ 育児休暇から復職し、月の途中から家庭保育室を利用する場合は、

その月の就労時間及び就労日数が、月５２時間以上かつ１２日以上で

なければ、その月は補助の対象になりません。 

・ 就労証明書の有効期間は発行から３か月以内です。 

 

保育料補助額の算定方法  

保育料補助額は、毎年６月に確定する保護者の市町村民税所得割額によ

り決定します。 

 各年度４月～８月分については、先に確定した前年度の市民税所得割に

より決定し、９月から翌年３月分については毎年６月に確定する当年度の

市民税所得割で決定します。 

・保育料補助額（４月～８月分）：前年度の市民税所得割額により決定 

・保育料補助額（９月～３月分）：当年度の市民税所得割額により決定 

  

 



対象児童の認定申請に必要な書類 

 ① 新座市家庭保育室事業対象乳幼児認定申請書（児童１名につき１枚） 

② 保育の必要性を証するための添付書類 

  状況により、必要書類が異なります。父母ともに提出が必要で、同

居祖父母の書類は不要です。 

 

入室理由 

（保育の必要性の事由） 
必要書類 

就労（１か月５２時間以上か

つ月１２日以上） 

※ 自営業、内職、就職予定

者等含む。 

※ 週３日の就労契約で要件

を満たします。 

※ 不規則勤務の方のみ３か月分

のシフト表が別途必要 

【被雇用者】 

①就労（内定）証明書【市指定の様式】 

【自営業者】 

①就労（内定）証明書【市指定の様式】 

②就労状況申告書【市指定の様式】 

③自営の証明となるもの（直近の確定申告書の写

し、開業届出書の写しなど） 

下の子の妊娠、出産 

※ 出産月を含む前後２か月（計 

５か月）が対象 

母子健康手帳の写し 

（氏名が記載された表紙及び分娩予定日

が分かるページ） 

保護者の疾病、障がい 

①診断書【市指定の様式】 

②障がい者手帳の写しなど 

※ ①又は②のいずれかが必要 

親族の介護、看護 

（１か月５２時間以上かつ月

１２日以上） 

①介護・看護状況申告書【市指定の様式】 

②被介護者、看護者の診断書または障が

い者手帳の写し 

※ ①及び②が必要 

就学 

（１か月５２時間以上かつ月１２

日以上） 

※ 職業訓練校等における職 

業訓練を含む。 

①在学証明書又は合格通知書の写し 

②カリキュラム又は時間割表など 

※ ①及び②が必要 

求職活動 

※ 利用開始後３か月間が対象。３

か月以内に就労用件に切り替え

る場合には、期間内に就労証明書

を提出すること。 

求職活動状況申告書兼就労誓約書【市指

定の様式】 



 

③ 市民税課税（非課税）証明書 ※該当する方のみ 

  ・ 令和６年１月２日以降に新座市へ転入された方 

令和６年度課税（非課税）証明書 

（４～８月分の保育料補助額決定のため） 

・ 令和７年１月２日以降に新座市へ転入された方 

令和６年度課税（非課税）証明書 

（４～８月分の保育料補助額決定のため） 

令和７年度課税（非課税）証明書 

         （９～３月分の保育料補助額決定のため） 

※ 令和７年度課税（非課税）証明書は令和７年６月以降に提出

してください。 

 



１子目 ２子目以降

Ａ

Ｂ

Ｃ ５１，８００円未満

Ｄ１
５１，８００円以上
６１，２００円未満

Ｄ２
６１，２００円以上
６９，８００円未満

Ｄ３
６９，８００円以上
８７，６００円未満 ４０,０００

Ｄ４
８７，６００円以上
１０５，６００円未満

Ｄ５
１０５，６００円以上
１２３，７００円未満

Ｄ６
１２３，７００円以上
１４１，６００円未満

Ｄ７
１４１，６００円以上
１６９，０００円未満

Ｄ８
１６９，０００円以上
１７８，３００円未満

Ｄ９
１７８，３００円以上
１９５，９００円未満

Ｄ１０
１９５，９００円以上
２１４，３００円未満

Ｄ１１
２１４，３００円以上
２４９，８００円未満

Ｄ１２
２４９，８００円以上
２７０，８００円未満

Ｄ１３
２７０，８００円以上
３０４，０００円未満

Ｄ１４
３０４，０００円以上
３３０，９００円未満

Ｄ１５
３３０，９００円以上
３６１，２００円未満

Ｄ１６
３６１，２００円以上
３９０，８００円未満

Ｄ１７
３９０，８００円以上
４２０，９００円未満

Ｄ１８
４２０，９００円以上
４５１，０００円未満

Ｄ１９
４５１，０００円以上
５１１，２００円未満

Ｄ２０ ５１１，２００円以上

単位：円

※　上記の金額は保育料ではありません。

保育料補助額（月額）

５５,０００

３０,０００

令和６年度

新座市家庭保育室保育料補助額一覧

生活保護法による被保護世帯及び中国残留邦人等の円滑な帰
国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者
の自立の支援に関する法律による支援給付受給世帯

５５,０００

５０,０００

Ａ階層を除く市町村民税非課税世帯

各月初日の支給認定子どもの属する世帯の階層区分

４５,０００

４５,０００

３７,０００

３０,０００

※　同一世帯から２人以上の児童が保育園、認定こども園（保育利用）、地域型保育事業（小規模保育施
設）等を利用している場合、年齢の高い順から第１子、第２子と位置付けられます。

※　世帯に３人以上の子どもが同居している世帯で、３人目以降で２歳児までのお子様の保育料の補助額
は、５５，０００円です。

※　補助額が保育料を上回る場合には、保育料の額を補助します。

１２,０００
２５,０００

２０,０００

Ａ階層を除く市町村民税
の所得割の額の区分が次
の区分に該当する世帯
（市町村民税の均等割の
額のみの課税世帯を含
む。）


